


















































































第 2 本稿の概要 
 以下に各章の概要を示す。 






















































































り、第 1行為終了後、第 2行為の前に改めて「第 2行為をするな」という行為規範を向け
ても、もはや行為者の翻意が期待できないと予測される場合には、第 1行為の時点で、「第
1及び第 2行為をするな」という（複合的な）行為規範を向ける必要がある。この場合に






























































































































8 第 8章の概要 
 すでに第 2章で「一連の行為」と因果関係の問題について述べたが、複数行為が成立上
数罪の関係にあり、したがって、それぞれ別個の訴因を構成する場合にも同様の問題は生
じ得る。こうした場合に私見を適用し、因果関係の択一的かつ不特定認定を行えば、それ
は、訴因をまたぐ択一的認定となる。従来の刑訴法学の通説はこれを否定してきた。その
根拠は、「審判対象は訴因である」という前提の下では、ある訴因を有罪とするには当該訴
因にかかる事実の存在それ自体が合理的な疑いを超えて証明されなければならない、とい
う点にある。しかし、そうした理解は必然ではなく、むしろ、訴因対象説の過剰適用とい
うべきものである。複数の訴因のうちいずれかに当たる事実が存在することは確実であり、
ただ、いずれであるのかが合理的な疑いを超えて証明できない、という場合、（いずれの罪
であるかは別として）刑罰権が存在すること自体は証明できており、「およそ無罪」という
選択肢はその時点で消滅する。しかし、裁判所の心証だけでは、それ以上、いずれの罪に
当たるとも決しがたい。そこで、真偽不明による判断不能を避けるための法技術（刑事訴
訟における立証責任の概念のあらわれ）としての利益原則が用いられ、軽い罪に当たる事
実の存在が擬制される（＝利益原則における事実認定の整序機能）のである。これにより、
軽い罪の訴因につき有罪判決をすることが可能となる。 
 このように解すれば、複数行為が成立上数罪の関係にある場合でも、因果関係の択一的
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認定をなし得ることになる。また、状況によるが、この理は、複数の訴因が公訴事実の同
一性の範囲内に収まっていない場合にも妥当し得る。 
 
 
 
 
 
 
 
